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• 英語は事実上、国際社会でのコミュニケーションツールと
なっている。

• TOEFL平均スコアの伸びは周辺各国の中で日本が最低。

• 学習指導要領による提出語彙数は周辺各国の中で最も
少ない

• 英語教科書の構成を周辺各国比較

CEFRjapan
「第二言語習得研究を基盤とする小、中、高,大の連携

をはかる英語教育の先導的基礎研究（小池科研）」

問題意識（小池2008,2009）

現状のままでは日本は国際コミュニケーションの世界
から取り残されるという危機感から、日本の英語教育

の改革の必要性を主張している。
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• 国際基準であり、かつ日本人の文化に対応できる柔軟
性を持つCEFRを応用する。

• 国際的に活躍するビジネスパーソンの英語レベルをC2

とし、そこに到達するための中間目標を学校段階別に
設定。（学部卒業でC1～B2、高校卒B2、中学A2 など）

• 英語教育に学校段階を超えた連続性を持たせる。（「履
修主義」から「習得主義」へ）

CEFRjapan（小池科研）

CEFRjapanの構築（小池2008,2009）

CEFRの尺度の普遍性、基準の汎用性を取り入れ、日本の英
語教育に一貫性を持たせる。
国際基準であるCEFRの応用により、国際的に通用する英語力
を養成する。

CEFRjapan
「第二言語習得研究を基盤とする小、中、高,大の連携

をはかる英語教育の先導的基礎研究（小池科研）」
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• 教育実践の目標の明確化

• 学生のニーズに合ったカリキュラムの必要性

（専攻語で話せるようになりたい、何を習った

のかよく覚えていない、留学帰りの学生の処遇etc）

• 教員間の連携の不足（たこつぼ化）

大阪大学外国語学部（旧大阪外国語大学）

問題意識（真嶋2007,2010）

大学の教育を学生、社会のニーズに合わせ、かつ言語教育を専
門としない教員のニーズに応えるためにどうすればよいか。
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• すべての専攻語科に対し、各段階での到達目標を
４年間一貫の尺度で検討するよう要請。

• 各段階での到達度はCan-Do Statementsで表示

• CEFRの専門家を招いて研究会を開催

大阪大学外国語学部（旧大阪外国語大学）

CEFRを応用した改革（真嶋2007,2010）

「共通性」「透明性」といったCEFRの特徴をふまえた、
各専攻語での評価の共通基盤が作成された。

・すべての専攻語科が４年間一貫での外国語学習の
到達度目標を公表。（うち9専攻でCEFRのレベル記述）
・HPで公開することで、社会への説明責任や学生の自
律学習を促す結果を生んだ。

大阪大学外国語学部 専攻語到達度評価については URL: http://www.sfs.osaka-

u.ac.jp/user/kyoumu/ns/st.html を参照。 8

文部科学省私立大学学術研究高度化推進事業
（2006年度〜2011年度）

① 小学校から大学院、さらに卒業後まで全学習ステージ
を包括的に捉え外国語学習の一貫性を高めること

② 行動中心自律学習を支援・促進すること
③ 異文化交流の機会を大幅に増やし複言語・複文化能

力を開発すること
（慶応義塾大学外国語教育研究センター 2011）

目的

行動中心複言語学習プロジェクト （AOPプロジェクト）
（慶応義塾大学外国語教育研究センター 2011）
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1.言語教育政策提言ユニット
-プロジェクト統括
-「慶応義塾外国語教育グランドデザイン（提言）」を策定

2.行動中心・複言語複文化能力開発ユニット
-小中高大の英語一貫教育
-学生の複言語・複文化能力養成のためのカリキュラム

策定
3.自律学習環境整備ユニット

-自律学習のための設備、教授法、教材の開発

プロジェクトの内容

行動中心複言語学習プロジェクト （AOPプロジェクト）
（慶応義塾大学外国語教育研究センター 2011）
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• 国内外での日本語学習者の増加

• 日本語学習者の年齢構成やニーズの多様化

• 従来の各国・地域の事情に合わせた日本語教
育事業は到達点に過ぎず、今後の国際情勢の
変化の中で日本語教育に対するニーズも変化し
うる。

JF日本語教育スタンダード（国際交流基金）

問題意識

・学習者の学習目的、また教授側の教授法、コース
デザイン、教員養成を考える為の共通基盤が必要。

・今後の国際情勢の中で、日本語の位置づけを明確
にする必要がある。（国際交流基金 2009） 12
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• 日本語は国籍や民族を超えて世界各地で使
用される。→「日本語人」

• 「相互理解のための日本語」は、 「日本語人」
が共同で課題を解決するためのツール。

JF日本語教育スタンダード（国際交流基金）

理念：「相互理解のための日本語」（平高2010ほか）

・日本語の熟達度をA1からC2までの６段階で記述
・各段階での言語行動をCan-doで記述し、関係者で共
有できるようデータベース化（みんなのCan-Doサイト）
・ポートフォリオを使った学習管理
・将来的にCEFRの枠組みへの参入も視野に。（嘉数2008）

13 http://jfstandard.jp/pdf/JF_Cando_Category_list.pdf より（2013年1月28日アクセス）14

・ 定住外国人が直面する問題（子女の不就学、雇用、住居・・・「生活者」）

・ 彼らに対する従来の日本語教育における問題

○ まとまった学習時間を確保し、継続的に日本語教室に通うのが困難

○ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育方法が確立されていない

○ 多様な学習ニーズに十分にこたえられていない

○ ホラ゙ンティアに過度の負担を強いている

問題意識

・・・国が各地域における多様な 日本語教育の実践の指針とな
る標準的な教育内容を具現化するものとして,標準的な カリキュ
ラム案を示す必要がある。（文化審議会国語分科会 2010 ,p.2）

「生活者としての外国人」に対する
日本語教育の標準的なカリキュラム案
（文化審議会国語分科会 2010,2012）
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• 日本語を使って、健康かつ安全に生活を送ることがで
きるようにすること

• 日本語を使って、自立した生活を送ることができるよう
にすること

• 日本語を使って、相互理解を図り,社会の一員として
生活を送ることができるようにすること

• 日本語を使って、文化的な生活を送ることができるよ
うにすること

「カリキュラム」の目標

・生活上の事例を挙げ、その具体的な言語行動を下位項目として
Can-Do Statementsで表示。

・「日本語学習ポートフォリオ」を提案、学習者と指導者の両方にわ
かりやすい能力記述。

「生活者としての外国人」に対する
日本語教育の標準的なカリキュラム案
（文化審議会国語分科会 2010,2012）
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「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案 能力記述の一例

http://www.bunka.go.jp/kokugo_nihongo/kyouiku/nihongo_curriculum/excel/shiryo_62_ver2.xls（2013年1月26日アクセス）
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• JLCの１年コース（予備教育）学生の質、国籍
の多様化。

• JLCで行われてきた教育内容や教員の持つノ
ウハウの可視化。

• キャンパス移転に伴う教育環境の変化。

JLC日本語スタンダーズ
（東外大留学生日本語教育センター（JLC））

問題意識

教師それぞれが体得し、教育の指針としている各レベルの学習
教育目標を（中略）目に見える形で作成し、教員全体の自覚的

な共通認識としようとする機運が生まれた。
（東京外国語大学留学生日本語教育センター 2011,p.2）
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• 2006年に初版。改訂を繰り返し、現在は2011年版が
最新。

• 「アカデミック・ジャパニーズ」に特化。

• 「読む」「聞く」「話す」「書く」「聞く話す」 の５技能。

• 初級前半、初級後半、中級前半、中級後半、上級の５
段階。

• Can-Do Statement による行動目標とスキルの記述。

• 各学習段階で扱われる教材や授業内容の例を明示。

JLC日本語スタンダーズ
（東外大留学生日本語教育センター（JLC））

特徴

改訂作業は継続中。
「『JLC日本語スタンダーズ』は常に進化していくものである。 」

（東外大留学生日本語教育センター 2011）19
http://www.tufs.ac.jp/common/jlc/jlc-gp/doc/standards-j.pdfより（2013年1月27日アクセス）
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4. まとめ
• CEFRの応用に関する問題

単一言語主義的応用

・ビジネスパーソンを目標とするのは学校教育として問題。
・言語の機能的側面のみに注目し、文化的側面を捉えていない。
・国際化の時代に英語単一主義に陥っている。

（西山2009、拝田2011、境2009）

CEFRjapan

JF日本語教育スタンダード

・日本語以外の言語も十分な社会的地位を持つことが謳われ
ていてもいいのではないか（山本ほか2009）

・孔子学院（中国）や韓国語世界化財団の自国語普及の動きと
軋轢を生む。（西山2009）
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4. まとめ
• CEFRの応用に関する問題

CEFRの技術的、機能的側面に関心に注目した応用
（評価の共通性、透明性、

Can-Do Statementsによる到達目標の明確さ）

・「原因の一端は、これまでの日本の評価制度で客観性や透明性
が十分に確保されていない点にある。（西山2009）
・CEFRの社会的側面や複言語教育の実践やその意義を訴える教
育などについて、十分に検討を進めていない。
（西山2009）
・日本でのCEFRの受容の多くは、Can-do Statementsの応用とそれ

による評価を取り入れたもので、複言語・複文化主義は間接的に
言及されるのみにとどまっている。 （Sugitani and Tomita 2012）
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修士論文について

ニューカマーへの日本語教育への複言語・複文化主義の応用への一考察
—ドイツと日本における自国語教育政策の分析から—

複言語・複文化主義のニューカマーへの日本語教育への応用可能性を検討するため、
欧州評議会による言語政策およびドイツの自国語教育政策と日本国内のニューカ
マーへの日本語教育の状況を分析し、考察する。

研究テーマ（仮）

問題意識

・CEFRを日本で応用する試みは、主に学校教育、高等教育での外国語教育分野で行
われているが、その理念である複言語・複文化主義やCEFRが策定された欧州の状況
を歴史的社会的に分析したものは少ない。

・日本国内では定住外国人の数が年々増えており、彼等に対する日本語支援の必要
性が増大している。

・複言語・複文化主義は、外国語教育の目的を言語学習を通じた個人の異文化対応
能力の育成に置き、他者理解と欧州の平和安定を目的とする。

・複言語・複文化主義は日本国内の国際化状況における日本語教育の方向性に何ら
かの示唆を与えるのではないか。

研究目的：
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